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外国人オーナーに対する源泉徴収

今回の改正の恩恵を受けるのは
主に大法人であり、年間の接待
飲食費が８００万円に満たない
中小・小規模法人への影響は限
定的と思われます。

歴史的な円安や低金利政策、諸外国と比較すると割安なマンション価額などを背景に、外国の方が投資目的で日本の不動産を購入す
る動きが活発化しています。
賃貸物件のオーナーが非居住者や外国法人等である場合には、賃借人に源泉徴収義務が生じることがありますが、ほとんど認知され
ておらず昨今問題となっています。

■ 改正時期及び内容
令和6年4月1日以後の支出について、交際費等の範囲から除外される
一定の飲食費の金額基準を1人あたり5,000円以下から10,000円
以下に引き上げ

■ 想定されること
接待飲食費の上限引き上げにより、企業がより高額な接待が可能とな
ることで、顧客や取引先との関係強化や新規ビジネスの開拓に役立つ
ことが期待されます。一方、飲食店側も売上増収につながります。

１．賃貸人の要件
個人オーナーについては「非居住者」である場合に源泉徴収が必要です。「居住者」が日本国内に住所を
有する等の条件に該当する方を指すのに対し、「非居住者」とはそれ以外の方をいいます。したがって、海
外在住の外国人のほか、日本人であっても海外在住であれば該当することになります。

２．賃借人の要件
源泉徴収が必要かどうかは賃借の用途によります。個人が自分や親族の居住用として借りる場合には、源
泉徴収義務は発生しません。よって、オフィスや店舗、従業員用の社宅といった用途で借りる場合に源泉
徴収が必要となります。なお、法人が借りる場合には用途は問いませんので、必ず源泉徴収が必要です。

３．納税の方法
①家賃の支払いと源泉徴収

家賃全額を支払うのではなく、税率20.42％で計算した所得税等を差し引いた金
額で支払います。
例えば、家賃月30万円の場合には、30万円×20.42％＝61,260円源泉徴収税
額を差し引き、238,740円を支払うことになります。

②源泉徴収税額の納付
家賃を支払った月の翌月10日までに、①の源泉徴収税額を所轄税務署へ納付します。

Check Point

賃上げ促進税制の改正

不動産仲介業者は税法に
ついて説明する義務がな
いため、源泉徴収義務を教
えてもらえない可能性が
あります。
未納が発覚すると不納付
加算税等が課される上、
外国人オーナーが源泉徴
収税額分の返金に応じて
くれるとも限りません。
今一度賃貸借契約書をご
確認いただき、ご不明な点
は税制経営研究所担当者
へお問い合わせください。

Check Point

接待飲食費は原則として全額損金不算入です。しかし、「接待飲食費の損金算入の特例」と「中小法人の損金算入の特例」という２つの
特例により、損金算入することができます。

賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済の実現を目指
す観点から、今までの人材確保等促進税制、所得拡大促進税制が見直されました。

① 中小企業向け：青色申告書を提出する中小企業者等資本金１億円以下の法人又は従業員数1,000人以下の個人事業主
② 中堅企業向け：青色申告書を提出する従業員数2,000人以下の企業又は個人事業主1
③ 全企業向け　：青色申告書を提出する全企業又は個人事業主2

■ 適用期間：２０２４年４月１日から２０２７年３月３１日までの間に開始する各事業年度
■ 中小企業においては、全雇用者の給与等支給増加額の最大４５％が税額控除可能３
■ 中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能４

１ 資本金10億円以上かつ従業員数１,０００人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。

2 「資本金１０億円以上かつ従業員数１,０００人以上」若しくは「従業員数２,０００人超」のいずれかに当てはまる企業又は従業員数
２,０００人超の個人事業主は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。これら以外の企業及び個人事業主は不要。

3 税額控除の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給額の増加額に税額控除率を乗じて計算。控除限度額は
法人税額等の２０％。

4 控除しきれなかった額未控除額を翌年度以降に繰り越す場合は、未控除額が発生した年度の申告で、「給与等の支給額が増加した場合の
法人税額の特別控除に関する明細書」の提出が必要。また、繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より
増加している場合に限り適用可能。

交際費等の損金不算入制度の見直し

※1 中小法人等とは、期末資本金の額等が１億円以下の法人で、資本金5億円以上の法人の100％
子法人等以外の法人

※2 中小法人等は、接待飲食費の損金算入の特例か中小法人の損金算入の特例のいずれか選択適用

接待飲食費社内接待飲食費を除く 左記以外の交際費等

1人あたり
10,000円超

取引先等への
贈答・慶弔・謝礼金等

期末資本金の額等が100億円超の法人 損金不算入

合計年800万円まで損金算入

期末資本金の額等が100億円
以下の法人中小法人等を除く

接待飲食費の
損金算入の特例

５０％損金算入 損金不算入損金算入

中小法人の損金算入の特例中小法人等※1※2

1人あたり
10,000円以下

（引用：Mykomon 令和６年度税制改正のポイント）

賃上げ要件必須要件
上乗せ要件①
教育訓練費

前年度比５％
⇒税額控除率を
１０％上乗せ

前年度比１０％
⇒税額控除率を

５％上乗せ

前年度比１０％
⇒税額控除率を

５％上乗せ

くるみん以上
ｏｒ

えるぼし二段階目以上
⇒税額控除率を５％上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上
⇒税額控除率を５％上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし
⇒税額控除率を５％上乗せ

上乗せ要件②
子育てとの両立・女性活躍支援

前年度比１.５％

前年度比2.５％

全雇用者の
給与等支給額

15％

30％

税額控除率

前年度比3％

前年度比4％

継続雇用者の
給与等支給額

10％

25％

税額控除率

前年度比3％

前年度比4％

継続雇用者の
給与等支給額

10％

15％

前年度比5％

前年度比7％

20％

25％

税額控除率
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